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令 和 ８ 年 ８ 月 2 8 日 

地震調査研究推進本部 

地 震 調 査 委 員 会 

上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯の長期評価（一部改訂） 

上林川（かんばやしがわ）断層は、丹波高地の西部から北東に延びる活断層である。

三峠（みとけ）断層は、丹波高地の西部から南東に延びる活断層である。京都西山（き

ょうとにしやま）断層帯は、京都盆地の西縁から北西に延びる活断層帯である。平成 17

年には、平成８、11、14－15 年に京都府によって行われた調査をはじめとした調査研究

成果に基づいて、三峠・京都西山断層帯として諸特性が評価されている（地震調査研究

推進本部地震調査委員会，2005）。ここでは、評価公表後の平成 21 年に産業技術総合研

究所によって実施された調査をはじめとした最近の研究成果などに基づき、本断層帯の

評価の改訂を行った。※1 

１．断層帯の位置及び形態 

（１）上林川断層

上林川断層は、京都府綾部（あやべ）市北東部から同市南西部まで、東北東－西南西

方向に延びる断層（図１、図２）で、長さ約 22 km と推定され、北西側隆起の成分を伴

う右横ずれ断層と推定される。 

（２）三峠断層

三峠断層は、京都府福知山（ふくちやま）市東部から南丹（なんたん）市中部まで、

西北西－東南東方向に延びる断層（図１、図２）で、長さ約 28 km の可能性があり、北

東側隆起の成分を伴う左横ずれ断層と推定される。 

（３）京都西山断層帯

京都西山断層帯は、京都府船井（ふない）郡京丹波（きょうたんば）町南部から京都

府乙訓（おとくに）郡大山崎（おおやまざき）町まで、北西－南東ないし南北方向に延

びる断層帯であり、長さ約 45 km と推定される。京都西山断層帯は、構成断層の分布形

態や活動様式の違いから、活動区間が北西部区間と南東部区間に区分される可能性があ

る。北西部区間は、北西－南東方向に延びる長さ約 35 km の可能性がある断層（図１、

図２）で、主として北東側隆起の逆断層成分を伴う左横ずれ断層と推定される。南東部

区間は、ほぼ南北方向に延びる断層（図１、図２）で、長さ約 14 km と推定され、主と

して西側隆起の逆断層と推定される。 

※1 上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）に

より、それまでに行われた調査研究に基づき、三峠断層・京都西山断層帯として長期評価が公表されてい

る。ここでは震源分布図及び放射性炭素同位体年代（14C年代）の暦年補正を除いて、2018年までに公表さ

れた調査研究成果を整理し、構成断層の位置形状・地下構造・活動様式などの違いという観点から断層帯

の区分を見直した結果、断層帯を上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯に三分し、各断層帯の評価を行

った。なお、今回の評価に際しては、必ずしも 2018 年までに公表されたすべての調査研究成果を網羅して

いるわけではないことに留意されたい。

付録６－５
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２．断層帯の過去の活動 

（１）上林川断層 

上林川断層については、最新活動時期は約３万年前以後であったと推定されるが、平

均活動間隔や平均的なずれの速度に関する詳細な資料は得られていない（表１）。 

 

（２）三峠断層 

三峠断層の平均的な左横ずれの速度は 0.3－0.4ｍ／千年程度で、最新活動時期は３世

紀以前であった可能性がある。また、平均活動間隔は７千－９千３百年程度であった可

能性がある（表３）。 

 

（３）京都西山断層帯 

京都西山断層帯北西部区間の平均的なずれの速度は、左横ずれ成分が約 0.3－1.0ｍ／

千年、上下成分が約 0.1－0.4ｍ／千年であった可能性がある。また、京都西山断層帯北

西部区間の最新活動時期は約２千４百年前以後、２世紀以前、１つ前の活動時期は約８

千５百年前以後、約６千４百年前以前と推定され、２つ前の活動時期は約１万３千年前

以後、約９千６百年前以前であった可能性があり、平均活動間隔は３千６百－５千６百

年程度であったと推定される（表５）。 

京都西山断層帯南東部区間の平均的なずれの速度は、上下成分は約0.3ｍ／千年であっ

た可能性がある。また、京都西山断層帯南東部区間の活動時期は不明であるが、１回の

ずれの量と平均的なずれの速度から、平均活動間隔は４千７百年程度であった可能性が

ある（表５）。 

 

３．断層帯の将来の活動 

（１）上林川断層 

上林川断層は全体が１つの区間として活動すると推定される。その際には、マグニチ

ュード（Ｍ）7.1 程度の地震が発生し、２ｍ程度の右横ずれを生じる可能性がある（表

１）。ただし過去の活動履歴が十分に明らかになっていないため、地震後経過率や地震

発生確率を算出することはできない（表２）。 

 

（２）三峠断層 

三峠断層は全体が１つの区間として活動すると推定される。その場合には、Ｍ7.2程度

の地震が発生し、３ｍ程度の左横ずれを生じる可能性がある（表３）。本断層では、過

去の活動が十分明らかではなく、最新活動時期が特定できていないことから、通常の活

断層評価とは異なる手法により地震発生の長期確率を求めている。そのため信頼度は低

いが、将来このような地震が発生する長期確率を算出すると、表４に示すとおりとなり、

本断層は、今後 30 年間に地震が発生する確率が我が国の主な活断層の中ではやや高いグ

ループに属することとなる（注１、注２）。 

 

（３）京都西山断層帯 

京都西山断層帯は北西部区間と南東部区間の２つの活動区間で活動する可能性がある。

北西部区間では、Ｍ7.4程度の地震が発生し、主として４ｍ程度の左横ずれを生じる可能

性がある（表５）。南東部区間では、Ｍ6.7程度の地震が発生し、主として１ｍ程度の西

側隆起を生じる可能性がある（表５）。また、京都西山断層帯全体が連動して活動する

ことも考えられる。その場合、Ｍ7.6程度の地震が発生する可能性がある（表５）。 

本断層帯の最新活動後の経過率及び将来このような地震が発生する長期確率は表６に

示すとおりである。京都西山断層帯全体が連動して活動する場合の地震発生確率は、北
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西部区間と南東部区間それぞれの地震発生確率を超えないと考えられる。 

本評価で得られた地震発生の長期確率には幅があるが、その最大値をとると、北西部

区間は今後 30 年間に地震が発生する確率が我が国の主な活断層の中ではやや高いグルー

プに属することとなる（注１、注２）。南東部区間は、過去の活動が十分明らかではな

く、最新活動時期が特定できていないことから、通常の活断層評価とは異なる手法によ

り地震発生の長期確率を求めている。そのため信頼度は低いが、将来このような地震が

発生する長期確率を算出すると、表６に示すとおりとなり、本断層は、今後 30 年間に地

震が発生する確率が我が国の主な活断層の中では、やや高いグループに属することとな

る（注１、注２）。 

 

４．今後に向けて 

上林川断層と三峠断層においては、活動性及び過去の活動時期に関する十分なデータ

が得られていない。このため、これらの断層については活動時期や平均的なずれの速度

など、過去の活動に関する精度の良い資料を得る必要がある。 

また、京都西山断層帯の南東部区間については、活動性について精度の良いデータが

不十分であり、また過去の活動時期に関する十分なデータが得られていない。そのため、

南東部区間において、過去の活動履歴に関する精度の良い資料を得る必要がある。 
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図１ 上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯の概略位置図 

（長方形は図２の範囲） 
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図２ 上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯の位置と主な調査地点 

１：下八田地点 ２：味方町地点 ３：質美地点 ４：質美東地点 ５：東組地点 

６：世木林地点 ７：神吉上ノ坪地点 ８：吉備地点 ９：江島里地点 10：松尾

地点 11：御陵地点 12：樫原地点 

A—F：反射法弾性波探査測線（A—C：文献 14、D—F：文献 15） 

：断層帯の両端     ：京都西山断層帯北西部区間及び南東部区間の境界 

断層の位置は文献１及び２に基づく。 

基図は国土地理院発行電子地形図 20 万「宮津」、「京都及大阪」を使用。 
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表１ 上林川断層の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

(注３) 

根 拠 

（注４） 

１．断層の位置・形態 

 (1)構成する断

層 

上林川（かんばやしがわ）断層  文献１－３によ

る。 

(2)断層の位

置・形状 

地表における断層帯の位置・形状 

断層の位置 

（北東端）北緯35°24.7′東経135°29.1′ 

（南西端）北緯35°18.3′東経135°16.6′ 

長さ   約22 km 

 

一般走向 Ｎ58°Ｅ 

 

 

○ 

◎ 

○ 

 

◎ 

文献４－６などに

よる。 

位置及び長さは図

２から計測。 

 

 

断層帯の両端を直

線で結んだ方向。 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

 

 

上端の深さ ０km 

 

 

傾斜    高角度（地表付近） 

 

 

下端の深さ 14 km程度 

 

 

幅     不明 

 

 

○ 

 

 

◎ 

 

 

△ 

 

 

○ 

 

 

－ 

 

 

上端の深さが０km

であることから推

定。 

断層露頭が各地で

見られることによ

る。 

地形の特徴から推

定（文献４、

６）。 

地震発生層の下限

（D100）から推

定。（注５） 

(3)断層のずれ

の向きと種類 

右横ずれ断層 

（北西側隆起の成分を伴う） 

○ 地形の特徴などに

よる。 

２．断層の過去の活動 

 (1)平均的なず

れの速度 

不明 －  

(2)過去の活動

時期 

活動１（最新活動） 約３万年前以後 ○ 文献７に示された

資料から推定。 

(3)１回のずれ

の量と平均活

動間隔 

１回のずれの量 ２ｍ程度（右横ずれ成分） 

 

平均活動間隔  不明 

△ 

 

－ 

断層の長さから推

定。 

 (4)過去の活動

区間 

断層全体で１区間 ○ 断層の地表形態か

ら推定。 

３．断層の将来の活動 

 (1)将来の活動

区間及び活動

時の地震の規

模 

活動区間  断層全体で１区間 

 

地震の規模 Ｍ7.1程度 

 

ずれの量  ２ｍ程度（右横ずれ成分） 

○ 

 

△ 

 

△ 

断層の地表形態か

ら推定。 

断層の長さから推

定。 

断層の長さから推

定。 
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表２ 上林川断層の将来の地震発生確率 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注６） 

信頼度 

（注７） 
備 考 

 

地震後経過率（注８） 

 

今後 30 年以内の地震発生確率 

今後 50 年以内の地震発生確率 

今後 100 年以内の地震発生確率 

今後 300 年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注９） 

Ｘランク 

不明 

 

不明 

不明 

不明 

不明 

 

不明 
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表３ 三峠断層の特性 

項 目 特 性 
信頼度 

(注３) 

根 拠 

（注４） 

１．断層の位置・形態 

 (1)構成する

断層 

三峠（みとけ）断層  文献１－５などに

よる。 

(2)断層の位

置・形状 

地表における断層の位置・形状 

断層の位置 

（北西端）北緯35°16.7′東経135°11.2′ 

（南東端）北緯35°12.0′東経135°28.9′ 

長さ   約28 km 

 

 

一般走向 Ｎ72°Ｗ 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

◎ 

 

 

文献４、５によ

る。 

位置及び長さは図

２から計測。 

 

断層帯の両端を直

線で結んだ方向。 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

地表での長さ・位置と同じ 

 

 

上端の深さ ０km 

傾斜    高角度（地表付近） 

 

 

下端の深さ 14 km程度 

 

 

幅     不明 

 

 

○ 

 

 

◎ 

△ 

 

 

○ 

 

 

－ 

 

 

上端の深さが０km

であることから推

定。 

 

地形の特徴から推

定（文献１－

５）。 

地震発生層の下限

（D100）から推

定。（注５） 

(3) 断層の

ずれの向き

と種類 

左横ずれ断層 

（北東側隆起の成分を伴う） 

○ 地形の特徴などに

よる。 

２．断層の過去の活動 

 (1)平均的な

ずれの速

度 

0.3－0.4ｍ／千年程度（左横ずれ成分） △ 文献８による。 

(2)過去の活

動時期 

活動１（最新活動時期） ３世紀以前 △ 文献９に示された

資料から推定。 

(3)１回のず

れの量と

平均活動

間隔 

１回のずれの量 ３ｍ程度（左横ずれ成分） 

 

平均活動間隔  ７千－９千３百年程度 

△ 

 

△ 

断層の長さから推

定。 

平均的なずれの速

度と１回のずれの

量から推定。 

(4)過去の活

動区間 

断層全体で１区間 ○ 断層の地表形態か

ら推定。 

３．断層の将来の活動 

 (1)将来の活

動区間及

び活動時

の地震の

規模 

活動区間  断層全体で１区間 

 

地震の規模 Ｍ7.2程度 

 

ずれの量  ３ｍ程度（左横ずれ成分） 

○ 

 

△ 

 

△ 

断層の地表形態か

ら推定。 

断層の長さから推

定。 

断層の長さから推

定。 
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表４ 三峠断層の将来の地震発生確率（注 10） 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注６） 

信頼度 

（注７） 
備 考 

 

地震後経過率（注８） 

 

今後30年以内の地震発生確率 

今後50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注９） 

Ａランク 

不明 

 

0.3％－0.4％ 

0.5％－0.7％ 

１％ 

３％－４％ 

 

不明 

d 

最新活動時期が不明の

ため、平均活動間隔を

基にポアソン過程で推

測した。 
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表５ 京都西山断層帯の特性 

項 目 特 性 

信頼

度 

(注

３) 

根 拠 

（注４） 

１．断層帯の位置・形態 

 (1)断層帯を

構成する断

層 

北西部区間：殿田（とのだ）断層、神吉（か

みよし）断層、越畑（こしはた）

断層、水尾（みずお）（断層）

（注11）、亀岡（かめおか）断層 

南東部区間：樫原（かたぎはら）断層、灰方

（はいかた）断層、円明寺（えん

みょうじ）断層、老ノ坂（おいの

さか）（断層）（注11） 

 文献１－５、10－12な

どによる。 

(2)断層帯の

位置・形状 

地表における断層帯の位置・形状 

断層帯の位置 

（北西部区間） 

（北西端）北緯35°11.3′東経135°20.1′ 

（南東端）北緯34°59.4′東経135°38.1′ 

（南東部区間） 

（北西端）北緯35°1.7′ 東経135°40.4′ 

（南東端）北緯34°54.0′東経135°41.0′ 

長さ         約45 km 

 うち北西部区間  約35 km 

   南東部区間  約14 km 

一般走向 全体    Ｎ45°Ｗ 

    北西部区間 Ｎ51°Ｗ 

    南東部区間 Ｎ4°Ｗ 

 

 

 

△ 

◎ 

 

○ 

○ 

○ 

△ 

○ 

◎ 

◎ 

◎ 

 

文献４、５、10、11に

よる。 

位置及び長さは図２か

ら計測。 

 

 

 

 

 

 

断層帯の両端を直線で

結んだ方向。 

 

地下における断層面の位置・形状 

長さ及び上端の位置 

（両区間とも）地表での長さ・位置と同じ 

 

上端の深さ （両区間とも）０km 

傾斜 

（北西部区間）高角度、一部で北東傾斜 

     （角度は不明、400ｍ以浅） 

（南東部区間）西傾斜 

     （角度は不明、200ｍ以浅） 

下端の深さ 両区間とも16 km程度 

 

 

幅     両区間とも不明 

 

 

○ 

 

◎ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

－ 

 

 

上端の深さが０kmであ

ることから推定。 

 

 

地形の特徴、断層露

頭、反射法弾性波探査

結果から推定（文献１

－３、13－17）。 

地震発生層の下限

（D100）から推定。

（注５） 

(3)断層のず

れの向きと

種類 

（北西部区間） 

北東側隆起の逆断層成分を伴う左横ずれ断層 

（南東部区間） 

西側隆起の逆断層 

 

○ 

 

○ 

地形の特徴、断層露

頭、反射法弾性波探査

結果から推定（文献１

－３）。 

２．断層帯の過去の活動 

 (1)平均的な

ずれの速度 

（北西部区間） 

約0.3－1.0ｍ／千年（左横ずれ成分） 

約0.1－0.4ｍ／千年（上下成分） 

（南東部区間） 

約0.3ｍ／千年（上下成分） 

 

△ 

△ 

 

△ 

 

文献18による。 

 

 

文献15、19による。 

(2)過去の活

動時期 

（北西部区間） 

活動１（最新活動時期） 

約２千４百年前以後、２世紀以前 

 

 

○ 

文献17に示された資料

から推定。 
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活動２（１つ前の活動時期） 

約８千５百年前以後、約６千４百年前以前 

活動３（２つ前の活動時期） 

約１万３千年前以後、約９千６百年前以前 

（南東部区間） 

不明 

 

○ 

 

△ 

 

－ 

(3)１回のず

れの量と平

均活動間隔 

１回のずれの量 

北西部区間 ４ｍ程度（左横ずれ成分） 

 

南東部区間 １ｍ程度（上下成分） 

 

平均活動間隔 

北西部区間 ３千６百－５千６百年程度 

 

南東部区間 ４千７百年程度 

 

△ 

 

△ 

 

 

○ 

 

△ 

 

断層の長さから推定。 

 

断層の長さから推定。 

 

 

過去の活動時期から推

定。 

１回のずれの量と平均

変位速度から推定。 

(4)過去の活

動区間 

北西部区間、南東部区間の２区間 △ 

 

断層の変位様式や地下

構造から推定。 

３．断層帯の将来の活動 

 (1)将来の活

動区間及び

活動時の地

震の規模 

活動区間   ２区間 

 

（北西部区間） 

地震の規模 Ｍ7.4程度 

ずれの量  ４ｍ程度（左横ずれ成分） 

（南東部区間） 

地震の規模 Ｍ6.7程度 

 

ずれの量  １ｍ程度（上下成分） 

（全体） 

地震の規模 Ｍ7.6程度 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

▲ 

 

△ 

 

△ 

断層の地表形態から推

定。 

 

断層の長さから推定。 

断層の長さから推定。 

 

断層の長さから推定。

（注12） 

断層の長さから推定。 

 

断層の長さから推定。 
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表６ 京都西山断層帯の将来の地震発生確率等（注 10） 

項 目 
将来の地震発生確率等 

（注６） 

信頼度 

（注７） 
備 考 

北西部区間 

地震後経過率（注８） 

 

今後30年以内の地震発生確率 

今後50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注９） 

Ａ*ランク 

0.3－0.7 

 

ほぼ０％－0.7％ 

ほぼ０％－１％ 

ほぼ０％－２％ 

0.002％－９％ 

 

ほぼ０％－６％ 

a 
発生確率及び集積確率

は、文献20による。 

南東部区間 

地震後経過率（注８） 

 

今後30年以内の地震発生確率 

今後50年以内の地震発生確率 

今後100年以内の地震発生確率 

今後300年以内の地震発生確率 

 

集積確率（注９） 

Ａランク 

不明 

 

0.6％ 

１％ 

２％ 

６％ 

 

不明 

d 

最新活動時期が不明のた

め、平均活動間隔を基に

ポアソン過程で推測し

た。 

 

 

注１：地震調査委員会の活断層評価では、活動区間が単独で活動した場合の今後 30年間の地震発生確率

について、次のような相対的な評価を盛り込むこととしている。 

今後 30 年間の地震発生確率（最大値）が３％以上の場合： 

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では

高いグループに属することになる」 

今後 30 年間の地震発生確率（最大値）が 0.1％以上－３％未満の場合： 

「本断層帯は、今後 30 年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では

やや高いグループに属することになる」 

なお、2005 年４月時点で一通り評価を終えた 98 の主要活断層帯のうち、最新活動時期が判明し

ており、通常の活断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデ

ル）により地震発生の長期確率を求めたものについては、将来の活動区間が単独で活動した場合

の今後 30 年間に地震が発生する確率の割合は以下のとおりになっている。 

30 年確率の最大値が 0.1％未満：約半数 

30 年確率の最大値が 0.1％以上－３％未満：約 1／4 

30 年確率の最大値が３％以上：約 1／4 

（いずれも2005年４月時点での算定。確率の評価値に幅がある場合はその最大値を採用。） 

注２：1995年兵庫県南部地震（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2026b）、1858年飛越地震（地震

調査研究推進本部地震調査委員会，2004）及び 1847年善光寺地震（地震調査研究推進本部地震調

査委員会，2015）の地震発生直前における 30 年確率と集積確率は以下のとおりである。 

地震名 活動した活断層 

地震発生直前

の 30 年確率

(％) 

地震発生直前

の集積確率

(％) 

断層の平均活

動間隔(千年) 

1995 年兵庫県南部地震 

（Ｍ7.3） 

六甲・淡路島断層帯 

淡路島西岸区間 

「野島断層を含む区

間」(兵庫県) 

0.02％－

10％ 

0.05％－

90％ 
約 1.6－約 3.5 

1858 年飛越地震 

（Ｍ7.0－7.1） 

跡津川断層帯 

(岐阜県・富山県) 

ほぼ０％－

13％ 

ほぼ０％－

90％より大 
約 1.7－約 3.6 

1847 年善光寺地震 

（Ｍ7.4） 

長野盆地西縁断層帯 

(長野県) 

ほぼ０％－

20％ 

ほぼ０％－

90％より大 
約 0.8－約 2.5 

「長期的な地震発生確率の評価手法について」に示されているように、地震発生確率は前回の地

震後、十分長い時間が経過しても 100％とはならない。その最大値は平均活動間隔に依存し､平均
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活動間隔が長いほど最大値は小さくなる。平均活動間隔が３万年の場合は 30 年確率の最大値は

0.86％程度である。 

注３：信頼度は、特性欄に記載されたデ－タの相対的な信頼性を表すもので、記号の意味は次のとお

り。 

◎：高い、○：中程度、△：低い、▲：かなり低い 

注４：文献については、本文末尾に示す以下の文献。 

文献１：活断層研究会編（1991） 

文献２：中田・今泉編（2002） 

文献３：岡田・東郷編（2000） 

文献４：宮内ほか（2015） 

文献５：今泉ほか編（2018） 

文献６：岡田ほか（2015） 

文献７：関西電力（2014） 

文献８：植村（2001） 

文献９：吉岡ほか（1999） 

文献 10：岡田ほか（1996） 

文献 11：岡田ほか（2008） 

文献 12：宮内ほか（2014） 

文献 13：京都府（2003） 

文献 14：京都府（2004） 

文献 15：京都市（1997a） 

文献 16：京都市（2000） 

文献 17：植村ほか（2000） 

文献 18：植村（1988） 

文献 19：植村（1990） 

文献 20：地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a） 

注５：主要活断層の評価の中では、断層面の下端の深さは、地震観測結果から推定される地震発生層の

下限の深さに基づいて推定を行っている。2016 年に発生した熊本地震の例では、本震のすべり領

域が、上記の方法で推定していた断層面の下端の深さよりも更に５km 程度深い場所まで延びてい

た可能性が指摘された（例えば、Asano and Iwata, 2016; 気象庁，2016）。そのため、地震の

際に実際に活動しうる断層面の下端は、推定された断層面の下端に対して５km 程度深くなる可能

性があることに留意されたい（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会，2026）。 

注６：評価時点は全て 2026 年１月１日現在。「ほぼ０％」は 0.001％未満の確率値を示す。なお、三峠

断層及び京都西山断層帯南東部区間については、計算に当たって用いた平均活動間隔の信頼度は

低い（△）ことに留意されたい。活断層における今後 30 年以内の地震発生確率が３％以上を

「Ｓランク」、0.1％～３％を「Ａランク」、0.1％未満を「Ｚランク」、不明（すぐに地震が起

きることが否定できない）を「Ｘランク」と表記している。地震後経過率（注８）が 0.7 以上で

ある活断層については、ランクに「＊」を付記している。Ｚランクでも、活断層が存在すること

自体、当該地域で大きな地震が発生する可能性を示す。 

注７：地震発生確率等の評価の信頼度に関する各ランクの分類条件の詳細は以下のとおりである。 

ランク 分類条件の詳細 

ａ 

発生確率を求める際に用いる平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも

比較的高く（◎又は○）、これらにより求められた発生確率等の値は信頼性が高

い。 

ｂ 
平均活動間隔及び最新活動時期のうち、いずれか一方の信頼度が低く（△）、こ

れらにより求められた発生確率等の値は信頼性が中程度。 

ｃ 
平均活動間隔及び最新活動時期の信頼度がいずれも低く（△）、これらにより求

められた発生確率等の値は信頼性がやや低い。 

ｄ 

平均活動間隔及び最新活動時期のいずれか一方又は両方の信頼度が非常に低く

（▲）、発生確率等の値は信頼性が低い。このため、今後の新しい知見により値

が大きく変わる可能性が高い。又は、データの不足により最新活動時期が十分特

定できていないために、現在の確率値を求めることができず、単に長期間の平均

値を確率としている。 

注８：最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を、平均活動間隔で割った値。最新の地

震発生時期から評価時点までの経過時間が、平均活動間隔に達すると 1.0 となる。今回の評価の
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数字で、京都西山断層帯北西部区間の 0.3は 1,825年を 5,600年で割った値であり、0.7は 2,400

年を 3,600 年で割った値である。 

注９：前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確率。 

注10：三峠断層及び京都西山断層帯南東部区間では、最新活動時期が特定できていないため、通常の活

断層評価で用いている更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）により地震発

生の長期確率を求めることができない。地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）は、こ

のような更新過程が適用できない場合には、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発生時

期に規則性を考えないモデル）を適用せざるを得ないとしていることから、ここでは、ポアソン

過程を適用して三峠断層及び京都西山断層帯南東部区間の将来の地震発生確率を求めた。しか

し、ポアソン過程を用いた場合、地震発生の確率はいつの時点でも同じ値となり、本来時間とと

もに変化する確率の「平均的なもの」になっていることに注意する必要がある。なお、グループ

分けは、通常の手法を用いた場合の全国の主な活断層のグループ分け（注１参照）と同じしきい

値（推定値）を使用して行った。 

注 11：岡田・東郷編（2000）では、単に「水尾」｢老ノ坂｣と地名が付けられているが、本評価では紛ら

わしさを避けるため、このようなものについては「（断層）」を名称の後ろにつけることとし

た。 

注12：松田（1975）による経験式（logＬ＝0.6Ｍ－2.9）より推定。ただし、長さ20 km未満の活断層に

は適用できない可能性があるため、ここでは信頼度を▲とした。 
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（説明） 

 

１．上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯に関するこれまでの主な調査研究 

上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯を構成する各断層に関する主な調査研究としては、以下のよ

うなものがある。 

地形と地質構造に基づいて、水山（1953）及び水山（1958）は、京都盆地西縁及び園部盆地・須知盆

地周辺に断層が存在することを初めて指摘した。上治（1961）は、京都盆地周辺の地質構造と断層を図

示・記載している。大橋（1975）は大堰川周辺の地形を調査し、殿田断層を活断層として命名・記載し

ている。植村（1988）及び植村（1990）は、三峠断層及び殿田断層並びに京都盆地西縁部の断層変位地

形を記載し、平均変位速度を推定している。植村（1989）は上林川断層の断層変位地形を記載している。

さらに、植村（2001）は三峠断層・殿田断層・神吉断層付近の段丘面の再編年を行い、断層の活動性を

再検討している。上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯を構成する断層の活動性などの諸元について

は、活断層研究会編（1980，1991）、岡田・東郷編（2000）などにまとめられており、詳細な位置・形

状は今泉ほか編（2018）、宮内ほか（2014，2015）、中田・今泉編（2002）、岡田ほか（1996，2008，

2015）などに記載されている。京都市（1997a）は樫原断層において、京都府（1997）は亀岡断層・神吉

断層においてトレンチ・ボーリング調査を行い、断層の活動履歴を検討している。植村ほか（1999）は、

京都府（1997）の調査結果を再解釈し、異なる活動履歴を推定している。吉岡ほか（1999，2010）は三

峠断層・殿田断層において、植村ほか（2000）は殿田断層世木林地点においてそれぞれトレンチ調査を

行い、断層の活動履歴を検討している。関西電力（2014）は上林川断層においてトレンチ調査を行い、

断層の活動履歴を検討している。 

 

２．上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯の評価結果 

上林川断層は京都府綾部（あやべ）市北東部から同市南西部まで、東北東－西南西方向に延びる断層

で、長さ約 22 kmと推定される。 

三峠断層は、京都府福知山（ふくちやま）市南東部から船井郡京丹波町中部を経て南丹（なんたん）

市中部まで、西北西－東南東方向に延びる断層であり、長さは約 28 km の可能性がある。 

京都西山断層帯は、京都府船井（ふない）郡京丹波（きょうたんば）町南部から京都府乙訓（おとく

に）郡大山崎（おおやまざき）町まで、北西－南東ないし南北方向に延びる断層帯であり、長さ約 45 km

と推定される。 

上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）

により、それまでに行われた調査研究に基づき、三峠・京都西山断層帯として長期評価が公表されてい

るが、構成断層の位置形状・地下構造・活動様式などの違いという観点から断層帯の区分を見直した結

果、ここでは断層帯を上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯に三分し、評価を行った。以下にそれぞ

れの評価結果を示す。 

なお、三峠・京都西山断層帯の南西側に並走する埴生断層と猪倉断層は、単独では地震調査研究推進

本部（1997）の基盤的調査観測対象である地表の長さ 20 km以上の主要活断層帯には該当しないが、新た

な活断層の長期評価手法（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会，2010）に従い、別途評

価している（地震調査研究推進本部地震調査委員会，2026a）。なお、埴生断層と猪倉断層は近接してお

り、松田（1990）の基準では同一の起震断層となり、また両断層は活動様式が共に左横ずれであること

から、これらを埴生－猪倉断層と一括した上で評価を実施している。 

 

２．１ 上林川断層 

２．１．１ 上林川断層の位置及び形態 

（１）構成する断層 

上林川断層は、京都府綾部（あやべ）市北東部から同市南西部まで、東北東－西南西方向に延びる断

層である（図１、図２）。 

本断層の位置・形状は、植村（1989）、活断層研究会編（1991）、岡田・東郷編（2000）、中田・今

泉編（2002）、岡田ほか（2015）、宮内ほか（2015）、今泉ほか編（2018）などに示されている。本断

層の位置は、南西端を除きこれらの資料でほぼ一致している。 

本断層の位置・形状は今泉ほか編（2018）、宮内ほか（2015）、岡田ほか（2015）に、名称は活断層

研究会編（1991）、岡田・東郷編（2000）によった。なお、活断層研究会編（1991）が示す本断層の南

西端の約２km の区間について、関西電力（2014）は地表面に変動地形が見られないとしている。さらに、

宮内ほか（2015）はこの区間では変動地形が見られないことから活断層ではないと判断している。地震
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調査研究推進本部地震調査委員会（2005）では、本断層の南西端は活断層研究会編（1991）によってい

るが、上記の理由から、ここでは宮内ほか（2015）による南西端の位置を採用する。 

 

（２）断層面の位置・形状 

本断層の長さ及び一般走向は、図２に示された断層帯の北東端と南西端を直線で結ぶとそれぞれ約

22 km及びＮ58°Ｅとなる。 

断層面上端の深さは、断層変位が地表に達していることから０km とした。断層面の傾斜は、断層の分

布が直線的な形態を示すことから、地表付近では高角度である可能性がある。 

断層面の下端の深さは、D100 による地震発生層の下限の深さが約 14 kmと推定されることから、14 km

程度と推定されるが、断層面の幅は不明である。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注 13） 

本断層は、断層変位地形の特徴から、北西側隆起の成分を伴う右横ずれ断層と推定される。 

 

２．１．２ 断層の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注 13） 

本断層においては、平均変位速度に関する具体的な資料がないため、平均変位速度は不明である。 

なお、活断層研究会編（1991）では、本断層北東部で活動度Ｃ級、南西部で活動度Ｂ級、岡田・東郷

編（2000）では活動度Ｂ級とされているが、具体的な根拠は明記されていない。 

 

（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

産業技術総合研究所は、平成 21 年に本断層の下八田地点においてトレンチ調査を行い、超丹波帯堆積

岩類の破砕帯の中に、白色の断層粘土を伴う面として北傾斜 30－50°の断層が見られることを報告した

（図３；吉岡ほか，2010）。この破砕帯を覆う堆積物（Ｇ層）は断層による変位を受けておらず、Ｇ層

から得られた最も古い放射性炭素年代（14C年代）値（2,700±40 yBP）から、上林川断層の最新活動時期

は暦年較正年代で約２千９百－２千８百年前以前である可能性があるとした（注 14）。しかしながら、

下八田地点のトレンチ断面で見られているものが主断層でない可能性もあることに加え、断層が第四紀

層を変位させておらず、活断層でない可能性も否定できないことから、ここでは下八田地点のトレンチ

で示された断層の傾斜及び活動履歴は参考値とする。 

関西電力は、本断層の南西端付近の味方町地点において長さ約 100ｍのトレンチ調査を行い、姶良 Tn

（AT）火山灰（約３万年前；注 15）並びに鬼界葛原（きかいとずらはら；K-Tz）火山灰（約９万５千年

前；町田・新井，2003）を含む層が断層により若干変位していることを報告した（図４；関西電力，

2014）。したがって、本断層の最新活動は約３万年前以後と推定される。 

 

ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

本断層周辺においては、先史時代・歴史時代の被害地震は特に知られていない。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注 13） 

本断層において、１回の変位量を直接的に示す資料は得られていない。しかし、本断層は長さが約

22 km と推定されることから、経験式（１）を用いると、１回の活動に伴う変位量は約 2.2ｍと求められ

る。このことから、１回の活動に伴う本断層の変位量は２ｍ程度である可能性がある。用いた経験式は

松田ほか（1980）による次の式である。ここで、Ｌは断層の長さ（km）、Ｄは１回の活動に伴う変位量

（ｍ）である。 

 

Ｄ＝10-1Ｌ （１） 

 

（４）活動間隔 

本断層においては平均変位速度と過去の活動時期が求められていないため、活動間隔は不明である。 

 

（５）活動区間 

本断層は断層がほぼ連続的に分布することから、松田（1990）の基準に基づけば全体が１つの区間と

して活動したと推定される。 
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（６）測地観測結果 

上林川断層周辺における、最近５年間及び 2012 年からの 10 年間の GNSS 観測結果では、北西－南東方

向の縮みが見られる（図５－１、図５－２）。1994 年までの約 100 年間の測地観測結果では、顕著なひ

ずみは見られない（図５－３）。 

 

（７）地震観測結果 

2022 年 12 月までの 20 年間の地震観測結果によれば、本断層周辺では、北東側より南西側で地震活動

が見られる（図６－１）。本断層周辺における地震発生層の下限の深さは 14 km と推定される（図７－

１）。1919年以降、本断層周辺ではマグニチュード（Ｍ）5.0以上の地震は発生していない。 

 

２．１．３ 将来の活動 

（１）将来の活動区間及び地震の規模 

本断層は、全体が１つの活動区間として活動すると推定される。この場合、断層帯の長さが約 22 kmと

推定されることから、経験式（２）を用いると、発生する地震の規模はＭ7.1 程度と求められる。なお、

用いた経験式は松田（1975）による次の式である。また、この際に、北西側隆起の段差を伴って２ｍ程

度の右横ずれが生じる可能性がある。 

 

logＬ＝0.6Ｍ－2.9  （２） 

 

（２）地震発生の可能性 

本断層は、平均活動間隔が得られていないため、将来における地震発生の可能性は不明である。 

 

２．２ 三峠断層 

２．２．１ 三峠断層の位置及び形態 

（１）構成する断層 

三峠断層は、京都府福知山市南東部から京都府船井郡京丹波町中部を経て南丹市中部まで、西北西－

東南東方向に延びる断層である（図１、図２）。また、三峠断層北西端から約５km 北東に位置する綾部

市豊里町付近には、南北方向に延びる豊里断層が見られる。岡田・東郷編（2000）によると、豊里断層

は長さ２km 程度の確実度Ⅰの活断層で、東側隆起の活動様式を持つとされているが、活動履歴など詳細

は不明であり、ここで述べるに留める。 

本断層の位置・形状は、植村（1988）、活断層研究会編（1991）、岡田・東郷編（2000）、中田・今

泉編（2002）、宮内ほか（2015）、今泉ほか編（2018）などに示されている。本断層の位置はこれらの

資料でほぼ一致している。ただし、岡田・東郷編（2000）では、本断層の北西部は活断層ではなく、断

層組織地形とされている。 

なお、本断層の位置・形状は、今泉ほか編（2018）、宮内ほか（2015）に、名称は活断層研究会編

（1991）、岡田・東郷編（2000）によった。 

 

（２）断層面の位置・形状 

本断層の長さ及び一般走向は、図２に示された断層帯の北西端と南東端を直線で結ぶとそれぞれ約

28 km及びＮ72°Ｗとなる。 

断層面の上端の深さは、断層変位が地表に達していることから０km とした。断層面の傾斜は、断層の

分布が直線的な形態を示すことから、地表付近では高角度である可能性がある。 

断層面の下端の深さは、D100による地震発生層の下限の深さが約 14 kmと推定されることから、14 km

程度と推定されるが、断層面の幅は不明である。 

 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注 13） 

本断層は、断層変位地形の特徴から、北東側隆起の成分を伴う左横ずれ断層と推定される。 

 

２．２．２ 断層の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注 13） 

植村（1988）は、といし山南麓付近において、M1 面に 1.6ｍの上下変位と、M1 面を刻む河谷に 40－70

ｍの左横ずれ屈曲を認めている。M1 面はその構成層の上部に大山松江軽石層（約 13 万年前以後に堆積；
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町田・新井，2003）を挟むことから、約 12 万年前に離水したと仮定すると、平均上下変位速度は約 0.01

ｍ／千年、平均左横ずれ速度は 0.3－0.6ｍ／千年と算出される。しかし、植村（1988）で大山松江軽石

層とされた軽石は大山奥津軽石層（フィッショントラック年代で 19±6 万年前；町田・新井，2003）に

岩石学的特徴が似ていること、M1 段丘の地形の特徴や花粉分析結果を考慮すると、M1 段丘は氷期に形成

された可能性が高いと考えられることから、植村（2001）は M1面の離水年代を約 16万年前とした。段丘

面を刻む河谷の形成年代は段丘面の離水年代よりも若干新しくなる可能性があるが、この年代値を用い

ると、平均左横ずれ速度は、0.25－0.44ｍ／千年となる（植村，2001）。 

以上のことから、本断層の平均変位速度の左横ずれ成分は、0.3－0.4ｍ／千年程度の可能性がある。

なお、活断層研究会編（1991）及び岡田・東郷編（2000）は、本断層の活動度をＢ級としているが、具

体的な根拠は明記されていない。 

 

（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

○質美（しつみ）地点 

吉岡ほか（1999）は、といし山南麓の質美地点においてトレンチ調査を行い、本断層の活動履歴を検

討している（図８）。トレンチ壁面において、基盤岩の破砕帯を伴う断層が、砂礫層（下部で１－３世

紀の 14C 年代値が得られている）に覆われているのが認められることから、最新活動は３世紀以前であっ

た可能性がある。ただし、断層がトレンチ外を通過している可能性も完全には否定できないので、信頼

度はやや劣ると考えられる。 

○質美東（しつみひがし）地点 

吉岡ほか（2010）は、質美地点のトレンチ（吉岡ほか，1999）の南東約 600ｍに位置する質美東地点に

おいてトレンチ調査を行い、本断層の活動履歴を検討している（図９）。トレンチ壁面には、下位から C

層（砂礫層）、B 層（礫まじりシルト層）、A 層（表土）が露出している。トレンチ壁面で見られる断層

は、このうち C 層を変位させており、その存在が明瞭に確認されるが、上位の B 層までは連続していな

い。C 層上部からは、約９万５千年前の鬼界葛原火山灰（町田・新井，2003）起源と見られる高温石英粒

子と、約 13 万年前の大山松江軽石起源の可能性がある緑色角閃石とカミングトン閃石が検出されている。

吉岡ほか（2010）は、以上の結果から本断層の最新活動時期は約９万５千年前以後である可能性を指摘

している。しかし、本断層の最新活動時期は３世紀以前（吉岡ほか，1999；地震調査研究推進本部地震

調査委員会，2005）と推定されており、さらに後述するように、本断層の活動間隔は７千－９千３百年

程度と見積もられている。したがって、本調査で示された約９万５千年前以後という値は、詳細な活動

履歴の解明に資するものではないと考えられることから、ここでは参考値とする。 

 

ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

本断層周辺においては、先史時代・歴史時代の被害地震は特に知られていない。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注 13） 

本断層において、１回の変位量を直接的に示す資料は得られていない。しかし、本断層は長さが約

28 km の可能性があることから、上述の経験式（１）を用いると、１回の活動に伴う変位量は約 2.8ｍと

求められる。このことから、１回の活動に伴う本断層の変位量は３ｍ程度である可能性がある。 

 

（４）活動間隔 

本断層においては、過去の活動時期が求められていないので、活動間隔を直接的に求めることはでき

ない。しかし、平均変位速度が 0.3－0.4ｍ／千年程度、１回の変位量が約 2.8ｍであった可能性がある

ことから、活動間隔は７千－９千３百年程度であった可能性がある。 

 

（５）活動区間 

本断層は断層がほぼ連続的に分布することから、松田（1990）の基準に基づけば全体が１つの区間と

して活動したと推定される。 

 

（６）測地観測結果 

三峠断層周辺における、最近５年間及び 2012 年からの 10 年間の GNSS 観測結果では、北西－南東方向

のわずかな縮みが見られる（図５－１、図５－２）。1994 年までの約 100 年間の測地観測結果では、顕

著なひずみは見られない（図５－３）。 
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（７）地震観測結果 

2022 年 12 月までの 20 年間の地震観測結果によれば、本断層周辺では全般的に地震活動が見られる

（図６－１）。本断層周辺における地震発生層の下限の深さは 14 km と推定される（図７－２）。発震

機構は、東北東－西南西方向や東西方向に圧力軸を持つ型が見られる（図６－２）。 

1919年以降、本断層周辺では、1968年８月 18日にＭ5.6とＭ5.1の地震が発生している。 

 

２．２．３ 将来の活動 

（１）将来の活動区間及び地震の規模 

本断層は、全体が１つの活動区間として活動すると推定される。この場合、断層の長さが約 28 kmの可

能性があることから、経験式（２）を用いると、発生する地震の規模はＭ7.2 程度の可能性がある。また、

この際に、北東側隆起の段差を伴って、３ｍ程度の左横ずれが生じる可能性がある。 

 

（２）地震発生の可能性 

三峠断層の平均活動間隔は、直接的なデータではないが、７千－９千３百年程度であった可能性があ

る。しかし、最新活動時期が十分に特定できていないために、上述のような規模の地震が発生する長期

確率を通常の更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）を用いて評価することができ

ない。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）は、地震の発生確率を求めるに当たって、通常の活断

層評価で用いている更新過程が適用できない場合には、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発

生時期に規則性を考えないモデル）を適用せざるを得ないとしている。信頼度の低い平均活動間隔（７

千－９千３百年程度）を用いた計算であることに十分留意する必要があるが、ポアソン過程を適用して

地震発生確率を求めると今後 30 年以内、50 年以内、100 年以内、300 年以内の地震発生確率は、それぞ

れ、0.3％－0.4％、0.5％－0.7％、１％及び３％－４％となる（表４）。 

平均活動間隔の信頼度が低く、また値が十分に絞り込まれていないため、地震発生確率にも幅がある

が、本断層は今後 30 年の間に地震が発生する可能性が我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに

属することになる。 

なお、通常の活断層評価で用いている更新過程によった場合、最新活動時期が３世紀以前、平均活動

間隔が７千－９千３百年程度と求められているので、今後 30 年以内の地震発生確率はほぼ０％以上とな

る。 

 
２．３ 京都西山断層帯 

２．３．１ 京都西山断層帯の位置及び形態 

（１）構成する断層 

京都西山断層帯は、京都府船井郡京丹波町南部から乙訓郡大山崎町まで、西北西－東南東ないし南北

方向に延びる断層帯である（図１、図２）。京都西山断層帯は、後述するように、構成断層の変位の向

きの違いや位置形状、地下構造などを考慮すると、殿田（とのだ）断層、神吉（かみよし）断層、越畑

（こしはた）断層、水尾（みずお）（断層）（注 11）、亀岡（かめおか）断層からなる北西部区間と、

樫原（かたぎはら）断層、灰方（はいかた）断層、円明寺（えんみょうじ）断層、老ノ坂（断層）（注

11）からなる南東部区間に区分される（図２）。本断層帯の位置・形状は、植村（1988，1990）、活断

層研究会編（1991）、岡田・東郷編（2000）、中田・今泉編（2002）、岡田ほか（1996，2008）、宮内

ほか（2014，2015）、今泉ほか編（2018）などに示されている。本断層帯の位置はこれらの資料でおお

よそ一致している。なお、活断層研究会編（1991）は、本断層帯の南西端付近に確実度Ⅱの活断層であ

る西山断層（断層長約 11 km）を示しており、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）による本断

層帯の評価では、西山断層を構成断層の１つとしている。しかし、岡田・東郷編（2000）、中田・今泉

編（2002）、岡田ほか（2008）では、西山断層はその最南端付近のごく一部を除いて、確実な活断層と

されていない。ここでは、岡田ほか（2008）などに従い、西山断層の大半は活断層とする十分な証拠が

ないと判断し、本断層帯の構成断層から外すこととする。また、地震調査研究推進本部地震調査委員会

（2005）による本断層帯の評価では、西傾斜の樫原断層はその北部において、水尾（断層）との境界付

近よりも北に３km 程度延びており、北東傾斜ないしほぼ鉛直の断層面を有すると推定される水尾（断層）

と地下で交差する可能性がある。このうち最北部の２km 程度の部分は、岡田ほか（1996）において位置

が不明確な推定活断層とされており、リニアメントである可能性が高い。これらのことから、樫原断層

の最北部付近については活断層ではないと判断し、本断層帯の構成断層から外すこととする。 
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また、本断層帯の南端付近には、主要活断層帯の１つである有馬－高槻断層帯が近接して分布してい

るが、有馬－高槻断層帯は右横ずれ断層で、京都西山断層帯の南東部区間は後述するように西側隆起の

逆断層であるため、両者は同一の起震断層とはならないものと判断した。なお、先述のように、西山断

層の最南端付近は岡田ほか（2008）などにおいても活断層であるとされている。この部分については、

有馬－高槻断層帯に近接していることから、有馬－高槻断層帯に含めて評価することとする。 

なお、本断層の位置は、岡田・東郷編（2000）、岡田ほか（1996，2008）、宮内ほか（2014，2015）

によった。名称については、岡田・東郷編（2000）によった。 

 
（２）断層面の位置・形状 

本断層帯の長さは、北西部区間は約 35 kmの可能性があり、南東部区間は約 14 kmと推定され、断層帯

全体の長さは約 45 km と推定される（図２）。一般走向は、断層帯全体、北西部区間、南東部区間でそ

れぞれＮ45°Ｗ、Ｎ51°Ｗ、Ｎ４°Ｗである。 

断層面上端の深さは、断層変位が地表に達していることから０kmとした。 

断層帯北西部区間では、殿田断層世木林（せきばやし）地点のトレンチ壁面で 80°北東傾斜の断層面

が認められている（植村ほか，2000）。後述するように、殿田断層では左横ずれ成分が卓越することか

ら、断層面は高角度と推定される。なお、亀岡断層の河原林測線 F1 断層では 70°北東傾斜（京都府

（2004）による反射法弾性波探査結果）が得られており、亀岡断層、神吉断層、越畑断層では北東側隆

起の逆断層成分を伴うことから、この付近の断層面は 400ｍ以浅で北東傾斜と推定される。 

断層帯南東部区間においては、断層変位地形の特徴（西側隆起で断層線が屈曲していること）及び京

都市（1997a，2000）による反射法弾性波探査の断面から、断層面は 200ｍ以浅で西傾斜と推定される。 

断層面の下端の深さは、D100による地震発生層の下限の深さが約 16 kmと推定されることから、16 km

程度と推定されるが、断層面の幅は不明である。 
 

（３）断層の変位の向き（ずれの向き）（注 13） 

本断層帯北西部区間は北西－南東走向であり、断層変位地形の特徴及び京都府（2003，2004）による

反射法弾性波探査の断面（図 10）から、北東側隆起の逆断層成分を伴う左横ずれ断層と推定される。特

に南東走向の越畑断層と神吉断層の境界付近など、走向が大きく変化する場所では、逆断層成分の上下

変位が卓越することがある。 

本断層帯南東部区間はほぼ南北走向であり、断層変位地形の特徴及び京都市（1997a，1997b，2000）

による反射法弾性波探査の断面（図 11）から、西側隆起の逆断層と推定される。後述するような平均変

位速度の違いを考慮すると、灰方断層や円明寺断層は、より東側に存在する樫原断層の上盤側の副次的

な断層の可能性がある。また、南東部区間の北西端付近に位置する北西－南東走向の老ノ坂（断層）で

は、左横ずれ変位が卓越する箇所もある。 

 
２．３．２ 断層帯の過去の活動 

（１）平均変位速度（平均的なずれの速度）（注 13） 

（北西部区間） 

①殿田断層 

植村（1988）は、殿田断層の世木林地点において、M1 面を刻む段丘崖に 25ｍの左横ずれを認めている。

植村（1988）は M1 面の年代を約９万年前とし、平均左横ずれ変位速度を約 0.28ｍ／千年と求めている。

しかし、横ずれが認められた段丘崖の形成年代は M1 面形成以後としか言えない。一方、この段丘崖より

低い L1 面の年代は植村（1988）によって 2.5－３万年前と推定されており、この年代を用いると平均左

横ずれ変位速度は約 1.0ｍ／千年以下と求めることができる。また、同地点において、植村（1988）は、

L1面に 5.6－10ｍ、L2面（２万年前に離水）に 2.5ｍの上下変位を認めている。これらのことから、この

地点における平均左横ずれ変位速度は約 0.3－1.0ｍ／千年、平均上下変位速度は約 0.1－0.4ｍ／千年で

あった可能性がある。ここでは、この値を北西部区間の平均変位速度として代表させる。 

このほか、植村（1988）は、殿田断層西部の須知（しゅうち）盆地において、Ｈ面を開析する谷に 55

－110ｍの左横ずれを記載している。さらに、植村（1988）は、段丘堆積物がクサリ礫化し、赤色土に覆

われることからＨ面を約 30 万年前に離水したと考え、平均左横ずれ変位速度を 0.18－0.37ｍ／千年とし

ている。しかしながら、段丘面を刻む谷の形成年代は段丘面の離水年代よりも若干新しくなると考えら

れるので、実際の平均変位速度はこの値よりも大きくなる可能性もある。 

また、植村（1988）は、上記の地点の西方において、M1 面に 0.8ｍの上下変位を指摘した。M1 面の離

水年代は、段丘構成層中に大山蒜山原（だいせんひるぜんばら）軽石層を挟むことから約 11 万年前と考
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えられ（注 16）、平均上下変位速度は約 0.007ｍ／千年と推定される。 

さらに、植村（1988）は、殿田断層の田原川付近でＨ面に 30－36ｍ、M1 面に 12－15ｍの上下変位を認

めている。これから、平均上下変位速度は約 0.1－0.14ｍ／千年であった可能性がある。 

これらの値は、段丘面の年代値の信頼度がやや低いと考えて、参考値とする。 
 

②神吉断層 

植村ほか（1999）は、神吉断層の神吉上区地点においてボーリング調査を行い、姶良 Tn 火山灰層（注

15）に 13ｍ、大山生竹（だいせんなまたけ）軽石層（８万年前以前；町田・新井，2003）及び鬼界葛原

火山灰層に 19ｍの高度差を認めている。このことから、平均上下変位速度は 0.2－0.4ｍ／千年と推定さ

れる。 

 

③越畑断層 

植村（2001）は、越畑断層の越畑付近において、並走する２本の断層が L2 面を合計８ｍ上下変位させ

ていると記載している。L2面は構成層中に姶良 Tn火山灰層（注 15）を挟み、約３万年前に離水したと推

定されることから、平均上下変位速度は約 0.3ｍ／千年の可能性がある。 

 
④亀岡断層 

京都府（2004）は、河原林測線において反射法弾性波探査及びボーリング調査を行った結果、42－45

万年前に堆積したとされる小田火山灰（町田・新井，2003）に 65ｍの上下変位を認めている。このこと

から、平均上下変位速度は約 0.14－0.15ｍ／千年と推定される。 

亀岡断層南東部では、姶良 Tn 火山灰層（注 15）を構成層中に挟む段丘面（L1 面）に、６－9.5m の上

下変位が認められる（京都府，2004）。L1 面が約２万年前に離水したとすると、平均上下変位速度は、

約 0.30－0.48ｍ／千年と推定される。 

 

（南東部区間） 

⑤樫原断層 

京都市（1997a，b）は、樫原測線において反射法弾性波探査を行った結果、大阪層群 Ma3 層に 140ｍの

上下変位を認めている。Ma3 層は約 80 万年前に堆積したと推定されていることから、平均上下変位速度

は、約 0.18ｍ／千年と推定される。植村（1990）は、ボーリング試料に基づいて、物集女（もずめ）地

点において大阪層群 Ma7層に 130ｍの上下変位を認めている。Ma7層は約 50万年前に堆積したと推定され

ていることから、平均上下変位速度は、約 0.26ｍ／千年であった可能性がある。このことから、ここで

は平均上下変位速度約 0.3ｍ／千年を南東部区間の平均変位速度として代表させる。 

 
⑥灰方断層 

京都市（1997a，b）は、灰方測線において反射法弾性波探査を行った結果、基盤岩上面に 50ｍの上下

変位を認めている。基盤岩上面の年代を 100 万年前と仮定すると、平均上下変位速度は約 0.05ｍ／千年

となる可能性がある。 

 
以上のデータが得られているが、北西部区間については、左横ずれ成分と上下成分が共に得られてい

る殿田断層世木林地点の値を北西部区間全体の値として代表させることとし、その他の地点の値は参考

値とする。南東部区間については、最も大きな平均変位速度が得られている樫原断層の値を南東部区間

全体の値として代表させることとし、樫原断層の副次的な構造の可能性がある灰方断層や円明寺断層の

値は参考値とする。 

なお、亀岡断層と神吉断層及び越畑断層、並びに樫原断層及び灰方断層等はそれぞれ並走しており、

本断層帯の平均上下変位速度は、これらの地点単独の値を足し合わせたものになる可能性があるが、そ

の場合の値は、世木林地点の平均左横ずれ変位速度の最大値を超えないと考えられるため、本断層帯北

西部区間が左横ずれ断層であることに対して特段の矛盾はない。また、活断層研究会編（1991）及び岡

田・東郷編（2000）では、共に活動度Ｂ級とされているが、具体的な平均変位速度は記載されていない。 

 
（２）活動時期 

ａ）地形・地質的に認められた過去の活動 

（北西部区間） 
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①殿田断層世木林地点 

植村ほか（2000）は殿田断層世木林地点においてトレンチ調査を行い、活動履歴を検討している（図

12）。トレンチ壁面に認められた基盤岩（丹波層群）と砂礫層の境界をなす断層は、４層を変位させて

いるが３層は変位させていない。４層上部から約２千４百－２千３百年前の、３層下部から１世紀－２

世紀の 14C 年代値がそれぞれ得られていることから、最新活動時期は約２千４百年前以後、２世紀以前と

推定される。 

４層と５層の間には、断層に向かって厚くなる地層（P1 層）が認められる。これは断層の活動により

断層崖の一部が崩壊して形成された堆積物と考えられ、ここに１つ前の活動が推定される。５層上部か

ら約８千５百－８千３百年前の、４層下部から約６千５百－６千４百年前の 14C 年代値がそれぞれ得られ

ていることから、１つ前の活動時期は約８千５百年前以後、約６千４百年前以前と推定される。 

トレンチ西側壁面の６層上部には、断層に向かって厚くなる地層（P2 層）が認められる。これは P1層

と同様に、断層活動により形成された地層と考えられ、ここに２つ前の活動が推定される。P2 層より下

位の６層から約１万３千年前の、５層下部からは約９千６百年前の 14C 年代値がそれぞれ得られているこ

とから、２つ前の活動時期は約１万３千年前以後、約９千６百年前以前と推定される。ただし、トレン

チ西側壁面においては、６層が P2 層の上位にも堆積していることから、この活動についてはやや信頼度

が低いと考えられる。 

 
ここでは、このトレンチ壁面で得られた値を採用して、京都西山断層帯では、最新活動時期は約２千

４百年前以後、２世紀以前、１つ前の活動時期は約８千５百年前以後、約６千４百年前以前と推定され、

２つ前の活動時期は約１万３千年前以後、約９千６百年前以前であった可能性があるものとし、以下は

参考値として示す。 

 
②殿田断層東組地点 

吉岡ほか（1999）は殿田断層東組地点においてトレンチ調査を行い、本断層の活動履歴を検討してい

る。トレンチ壁面には基盤岩の破砕帯を伴う断層が認められるが、この断層は約３千４百年前－３千３

百年前の 14C 年代値を示す砂礫層を変位させていない。ただし、現地は幅広い破砕帯が存在しており、ト

レンチに表れた基盤岩の段差も侵食によって形成された可能性があることから、断層がトレンチ外を通

過する可能性も考えられるため、ここでは参考扱いとする。 

 
③神吉断層神吉上ノ坪地点 

京都府（1997）は神吉断層神吉上ノ坪地点においてトレンチ調査を行い、隆起側の地層の削剥や層厚

の変化が断層運動に関連していることを示唆している。しかし、トレンチ壁面には断層や確実に断層活

動を示す地質構造が認められなかったため、活動時期は特定されていない。 

植村ほか（1999）は、同じトレンチ壁面を再解釈し、水中堆積した４層が削剥されて３層が堆積して

いること、５層（姶良 Tn 火山灰層を含む）が削剥されて４層が堆積していること、９層と８層の傾斜に

差があることから、９層堆積以降に３回の断層活動を推定している。ただし、地層の削剥は断層活動を

直接的に示すものではないこと、８層は上面が削剥されたために見掛け上緩傾斜になっている可能性が

あることから、これらは断層活動時期を限定するのに十分な根拠とは言えないため、参考扱いとする。 

 
④亀岡断層 

京都府（1997）が、馬路町吉備地点（E 地点）及び千歳江島里地点（F 地点）においてトレンチ調査を

行っているが、トレンチ壁面に断層は現れず、また露出した地層の変位・変形が認められなかった。 

なお、京都府（2004）は馬路町付近において、堆積物中に三瓶太平山火山灰（約３千７百年前；町

田・新井，2003）を含む段丘面が逆傾斜しているとして、約３千７百年前以後に最新活動があった可能

性を指摘している。ただし、反射法弾性波探査結果の断面では、この位置に累積的な地層の逆傾斜は認

められず、確実に断層活動を反映しているとは言えないため、参考扱いとする。 

 
（南東部区間） 

⑤樫原断層 

京都市（1997a，b）は松尾地点において群列ボーリング調査を行い、約４千５百－４千３百年前の 14C

年代値（注 14）を示す砂礫層及び表土基底に約 1.5ｍの段差を認めている。ただし、この段差は河川の

側刻によっても生じうるなど、確実に断層変位によって生じたものかは不明であるので、参考扱いとす
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る。 

また、京都市（1997a，b）は御陵地点においてトレンチ調査を行っているが、トレンチ壁面で

12,480±60 yBP（約１万５千年前、注 14）を示す砂礫層に変位が認められない。断層がトレンチの範囲

外を通過している可能性もあるため、この結果から活動時期を推定することはできない。 

 
ｂ）先史時代・歴史時代の活動 

本断層帯の付近の被害地震としては、1830 年の地震（推定マグニチュード 6.5±0.2）が知られてい

る（宇佐美ほか，2013）が、この被害地震と本断層帯との関係は不明である。本断層帯付近では、その

他の先史時代・歴史時代の被害地震は特に知られていない。 

 

（３）１回の変位量（ずれの量）（注 13） 

本断層帯において、１回の変位量を直接的に示す資料は得られていない。しかし、本断層帯の長さは、

北西部区間が約 35 kmの可能性があり、南東部区間が約 14 kmと推定されることから、上述の経験式（１）

を用いると、１回の活動に伴う変位量は北西部区間で約 3.5ｍ、南東部区間で約 1.4ｍと求められる。こ

のことから、１回の活動に伴う本断層帯の変位量は、北西部区間で４ｍ程度、南東部区間で１ｍ程度で

あった可能性がある。 

 
（４）活動間隔 

本断層帯北西部区間においては、最新活動時期が約２千４百年前以後、２世紀以前、１つ前の活動時

期が約８千５百年前以後、約６千４百年前以前と推定され、２つ前の活動時期が約１万３千年前以後、

約９千６百年前以前の可能性があることから、活動間隔は３千６百年－５千６百年程度と推定される。 

本断層帯南東部区間においては、活動時期や平均活動間隔を直接求めることができる精度良いデータ

が得られていない。しかしながら、断層帯の長さと平均上下変位速度から計算によって平均活動間隔を

推定できる。上述のように、１回の上下変位量を約 1.4ｍ、平均上下変位速度を約 0.3ｍ／千年とすると、

南東部区間の平均活動間隔は４千７百年程度の可能性がある。 

 

（５）活動区間 

本断層帯は、北西－南東走向で北東傾斜の北西部区間は左横ずれ断層が主体であり、ほぼ南北走向で

西傾斜の南東部区間は西側隆起の逆断層が主体である。両者は変位の向きが異なることに加え、断層の

走向も異なり、地下構造もつながらないことから、２つの活動区間に分かれて活動してきた可能性があ

る。 

 
（６）測地観測結果 

京都西山断層帯周辺における、最近５年間及び 2012 年からの 10 年間の GNSS 観測結果では、北西－南

東方向の縮みが見られる（図５－１、図５－２）。1994 年までの約 100 年間の測地観測結果では、東西

方向の縮みが見られる（図５－３）。 
 

（７）地震観測結果 

2022 年 12 月までの 20 年間の地震観測結果によれば、本断層帯周辺の地震活動は活発である（図６－

１）。本断層帯周辺における地震発生層の下限の深さは、両区間とも 16 km と推定される（図７－３、

図７－４）。本断層帯北西部区間では、深さ約 30－35 kmで低周波地震が発生している。 

発震機構は、概ね東西方向に圧力軸を持つ型が多い（図６－２）。1919 年以降、本断層帯周辺では、

1987年５月 28日にＭ5.0の地震や 2001年８月 25日にＭ5.4の地震が発生している。 

 
２．３．３ 断層帯の将来の活動 

（１）将来の活動区間及び地震の規模 

本断層帯は、北西部区間と南東部区間の２区間として活動する可能性がある。北西部区間は、断層帯

の長さが約 35 km の可能性があることから、上述の経験式（２）を用いると、発生する地震の規模はＭ

7.4 程度であり、その際には、北東側隆起を伴って、４ｍ程度の左横ずれが生じる可能性がある。南東部

区間は、断層帯の長さが約 14 kmであることから、上述の経験式（２）を用いると、発生する地震の規模

はＭ6.7程度であり、その際には、１ｍ程度の西側隆起が生じる可能性がある。 

なお、本断層帯全体が１つの区間として活動する可能性も考えられる。断層帯全体の長さが約 45 kmと
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推定されることから、上述の経験式（２）を用いると、発生する地震の規模はＭ7.6 程度となる可能性が

ある。 

 
（２）地震発生の可能性 

京都西山断層帯の北西部区間では、過去の活動に基づく平均活動間隔が３千６百－５千６百年程度、

最新活動時期が約２千４百年前以後、２世紀以前と推定されていることから、平均活動間隔に対する現

在における地震後経過率は、0.3－0.7 となり、また、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）に

示された手法（BPT分布モデル、α＝0.24）によると、今後 30年以内、50年以内、100年以内、300年以

内の地震発生確率は、それぞれほぼ０％－0.7％、ほぼ０％－１％、ほぼ０％－２％及び 0.002％－９％

となる。また、現在までの集積確率はほぼ０％－６％となる（表６）。表７にはこれらの確率値の参考

指標（地震調査研究推進本部地震調査委員会長期評価部会，1999）を示す。本評価で得られた地震発生

確率には幅があるが、その最大値に着目すると、北西部区間は今後 30 年の間に地震が発生する可能性が

我が国の主な活断層の中ではやや高いグループに属することになる。 

京都西山断層帯の南東部区間の平均活動間隔は、直接的なデータではないが、４千７百年程度であっ

た可能性がある。しかし、最新活動時期に関するデータが十分に得られていないため、上述のような規

模の地震が発生する長期確率を更新過程（地震の発生確率が時間とともに変動するモデル）を用いて評

価することができない。 

地震調査研究推進本部地震調査委員会（2001a）は、地震の発生確率を求めるに当たって、通常の活断

層評価で用いている更新過程が適用できない場合には、特殊な更新過程であるポアソン過程（地震の発

生時期に規則性を考えないモデル）を適用せざるを得ないとしている。信頼度の低い平均活動間隔（４

千７百年程度）を用いた計算であることに十分留意する必要があるが、ポアソン過程を適用して地震発

生確率を求めると今後 30 年以内、50 年以内、100 年以内、300 年以内の地震発生確率は、それぞれ、

0.6％、１％、２％及び６％となる（表６）。 

平均活動間隔の信頼度が低く、また値が十分に絞り込まれていないため、地震発生確率にも幅がある

が、南東部区間は今後 30 年の間に地震が発生する可能性が我が国の主な活断層の中ではやや高いグルー

プに属することになる。 

 
３．今後に向けて 

本断層帯では、特に上林川断層と三峠断層において、活動性及び過去の活動時期に関する十分なデー

タが得られていない。このため、これらの断層について、評価精度の向上のためには、活動時期や平均

変位速度など、過去の活動に関する精度の良い資料を得る必要がある。 

また、京都西山断層帯の南東部区間については、活動性について精度の良いデータが不十分であり、

また過去の活動時期に関する十分なデータが得られていない。そのため、南東部区間について、評価精

度の向上のためには、過去の活動履歴に関する精度の良い資料を得る必要がある。 

 

 

注 13：本文及び表１、表３、表５では、｢変位｣を一般的に分かりやすいように「ずれ」という言葉で表現

している。ここでは専門用語である｢変位｣が本文や表１、表３、表５の｢ずれ｣に対応するものであ

ることを示すため、両者を併記した。以下、文章の中では｢変位｣を用いる。なお、活断層の専門用

語では、｢変位｣は切断を伴う「ずれの成分」と切断を伴わない｢撓（たわ）みの成分｣よりなる。 

注 14：放射性炭素同位体年代（14C 年代）については、較正曲線 IntCal20 (Reimer et al., 2020)を用いた

OxCal 4.4 (Bronk Ramsey, 2009, 2021)に基づいて暦年補正し、原則として１σの数値を示した。こ

のうち 2,000 年前よりも新しい年代値は世紀単位で示した。2026 年１月１日を起点として、2,000 年

前より古く、10,000 年前よりも新しい年代値については、四捨五入して百年単位で、10,000 年前より

も古い年代値は四捨五入して千年単位で示した。 

注 15：姶良 Tn（AT）火山灰層の降下年代値は、三峠・京都西山断層帯の従来評価（地震調査研究推進本部地

震調査委員会，2005）では約２万８千年前としていたが、ここでは Smith et al. (2013)に従い約３万

年前とした。 

注 16：大山蒜山原軽石（DHP）の降下年代は直接には求められていない。しかし、町田・新井（2003） はそ

の上位に当たる三瓶木次軽石層（SK）の年代値を約 11万－11万５千年前としており、大山蒜山原軽

石層の下位に当たる大山松江軽石層（DMP）は約 12－13 万年前の最終間氷期海成層の直上に載るこ

とが確認されている（町田・新井，1979）。M 面の形成年代は大山蒜山原軽石の降下年代より新し

いと考えられるため、ここでは M 面の形成年代を約 11 万年前とした。 
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図３ 上林川断層下八田トレンチの壁面スケッチ （吉岡ほか，2010） 
グリッドは法面上で１ｍ。数字は放射性炭素年代測定値（yBP）を示す。東側壁面において、

断層が変位させている H 層を覆う G 層の年代（2700±40 yBP）は、暦年較正年代（１σ）では

約２千９百－２千８百年前（2847—2759 calBP）。 
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図４ 上林川断層味方町地点におけるトレンチ壁面にみられる露頭スケッチ （関西電力，2014） 
姶良 Tn（AT）火山灰並びに鬼界葛原（K-Tz）火山灰を含むⅠ層が断層によって変位している。 



29 

 

 
 

図５－１ 2017 年 12 月から５年間の GNSS 連続観測による上林川断層・三峠断層・京

都西山断層帯周辺における水平ひずみ分布。（国土地理院作成）スケールは

0.5×10-6。 
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図５－２ 2012 年 12 月から 10 年間の GNSS 連続観測による上林川断層・三峠断層・京

都西山断層帯周辺における水平ひずみ分布。（国土地理院作成）スケールは１

×10-6。 



31 

 
図５－３ 1883 年１月から 1994 年１月までの約 100 年間の測地観測による上林川断

層・三峠断層・京都西山断層帯周辺における水平ひずみ分布。（国土地理院作

成）スケールは 10×10-6。 
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図６－１ 上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯周辺の地震活動（気象庁作成） 
ⅰ）震央分布図（2003 年１月１日～2022 年 12 月 31 日、深さ 30 km 以浅、Ｍ1.0 以上） 

ⅱ）ⅰ）の領域ａ内のＡ－Ｂ投影の断面図 

ⅲ）ⅰ）の領域ａ内のＢ－Ｃ投影の断面図 

ⅳ）ⅰ）の領域ａ内のＭ－Ｔ図（地震活動経過図） 
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図６－２ 上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯周辺の地震の発震機構（Ｐ波初動解に

よる下半球投影）と圧力軸（上）と張力軸（下）の分布（気象庁作成） 
2003 年１月１日～2022 年 12 月 31 日、深さ 30 km 以浅、Ｍ3.0 以上 
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図７－１ 上林川断層周辺の地震活動 

（作成：防災科学技術研究所・松原 誠氏） 
上林川断層周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度構造

（Matsubara et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et al., 
2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向には断層長±15 

km、断層直交方向には断層長と同程度の長さの範囲において、2000 年 10 月１日から 2022 年 12 月 31 日の

期間に発生したものとした。 
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図７－２ 三峠断層周辺の地震活動 

（作成：防災科学技術研究所・松原 誠氏） 
三峠断層周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度構造（Matsubara 

et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et al., 2022）上に描画し

ている。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向には断層長±15 km、断層直交方向

には断層長と同程度の長さの範囲において、2000 年 10 月１日から 2022 年 12 月 31 日の期間に発生したも

のとした。  
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図７－３ 京都西山断層帯北西部区間周辺の地震活動 

（作成：防災科学技術研究所・松原 誠氏） 
京都西山断層帯北西部区間周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度

構造（Matsubara et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et al., 
2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向には断層長±15 

km、断層直交方向には断層長と同程度の長さの範囲において、2000 年 10 月１日から 2022 年 12 月 31 日の

期間に発生したものとした。 
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図７－４ 京都西山断層帯南東部区間周辺の地震活動 

（作成：防災科学技術研究所・松原 誠氏） 
京都西山断層帯南東部区間周辺で発生したＭ1.5 以上の手動再検測済みの地震について、３次元地震波速度

構造（Matsubara et al., 2022）を使用して再決定した震源分布を、Ｐ波速度構造図（Matsubara et al., 
2022）上に描画している。なお、対象とした地震は、断層帯を中心として、断層平行方向には断層長±15 

km、断層直交方向には断層長と同程度の長さの範囲において、2000 年 10 月１日から 2022 年 12 月 31 日の

期間に発生したものとした。  
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図８ 三峠断層質美トレンチの壁面スケッチ （吉岡ほか，1999 に加筆） 
アミかけ部は基盤岩の破砕帯を示す。数字は放射性炭素年代測定値（yBP）を示す。グリッド

は壁面上での１ｍを示す。断層が現れているのは西側壁面。覆っている地層の年代値は、東側

壁面の 1880±60 yBP を１－３世紀として評価。 
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図９ 三峠断層質美東トレンチの壁面スケッチ（吉岡ほか，2010） 
グリッドは法面上で１ｍ。断層は C 層を変位させているが、B 層中部以上には連続していな

い。南東側壁面において、C 層上部の SHT-13 からは鬼界葛原テフラ（K-Tz）起源と考えられる

高温石英粒子が、最上部の SHT-14 からは大山松江軽石（DMP）起源の可能性のある緑色角閃石

とカミングトン閃石が少量検出されている。 
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図 10 亀岡断層河原林測線の反射法弾性波探査断面（京都府，2004）
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図 11 樫原断層樫原測線の反射法弾性波探査断面（京都市，1997b） 
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図 12 殿田断層世木林トレンチの壁面スケッチ（植村ほか，2000） 
 

地層中のゴシック数字（１、2a、P1 等）は地層名、小さな数字（2260 等）は年代値 

 

主な年代値の暦年補正後の値は下記の通り 

1950（３層）→ 約１世紀－２世紀 2310（４層）→ 約２千４百－２千３百年前 

5530（４層）→ 約６千５百－６千４百年前 7530（５層）→ 約８千５百－８千３百年前 

8500（５層）→ 約９千６百年前 10710（６層）→ 約１万３千年前 



43  

表７ 京都西山断層帯（北西部区間）の将来の地震発生確率及び参考指標 

項 目 数 値（注 17） 備 考 

地震後経過率 

 
今後 30年以内の発生確率 

今後 50年以内の発生確率 

今後 100年以内の発生確率 

今後 300年以内の発生確率 

 
集積確率 

0.3－0.7 

 
 

ほぼ０％－0.7％ 

ほぼ０％－１％ 

ほぼ０％－２％ 

0.002％－９％ 

 
ほぼ０％－６％ 

発生確率及び集積確率は地

震調査研究推進本部地震調

査委員会（2001a）参照。 

指標(1) 経過年数

比 

指標(2) 

指標(3) 

指標(4) 

指標(5) 

ﾏｲﾅｽ２千１百年－ﾏｲﾅｽ１百年 

0.5－１ 

0.00005－0.8 

ほぼ０％－６％ 

ほぼ０－0.09 

0.0002－0.0003 

 

 

地震調査研究推進本部地震 

調査委員会長期評価部会

（1999）参照。 

 

 

注 17：評価時点は全て 2026 年１月１日現在。「ほぼ０％」は 0.001％未満の確率値を、｢ほぼ０｣は 0.00001 未

満の数値を示す。 

指標(1)経過年数：当該活断層での大地震発生の危険率（１年間当たりに発生する回数）は、最新活動（地震発

生）時期からの時間の経過とともに大きくなる（BPT 分布モデルを適用した場合の考え方）。

一方、最新活動の時期が把握されていない場合には、大地震発生の危険率は、時間によらず

一定と考えざるを得ない（ポアソン過程を適用した場合の考え方）。 

この指標は、BPT 分布モデルを適用した場合の危険率が、ポアソン過程を適用した場合の危険

率の値を超えた後の経過年数である。値がマイナスである場合は、BPT 分布モデルを適用した

場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率に達していないことを示す。 

京都西山断層帯北西部区間の場合、ポアソン過程を適用した場合の危険率は、３千６百分の

１－５千６百分の１（0.0002－0.0003）であり、いつの時点でも一定である。BPT 分布モデル

を適用した場合の危険率は時間とともに増加する。 

BPT 分布モデルを適用した場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率に達するには

５千６百分の１であれば今後２千１百年を要し、３千６百分の１であれば今後１百年を要す

る。 

指標(1)比：   最新活動（地震発生）時期から評価時点までの経過時間を Aとし、BPT分布モデルを適用し

た場合の危険率がポアソン過程を適用した場合の危険率を超えるまでの時間を B とした場

合において、前者を後者で割った値（A/B）である。 

指標(2)：    BPT 分布モデルによる場合と、ポアソン過程とした場合の評価時点での危険率の比。 

指標(3)：    評価時点での集積確率（前回の地震発生から評価時点までに地震が発生しているはずの確

率）。 

指標(4)：    評価時点以後 30 年以内の地震発生確率の値を BPT 分布モデルでとりうる最大の地震発生確

率の値で割った値。 

指標(5)：    ポアソン過程を適用した場合の危険率（１年間当たりの地震発生回数）。 

  



44  

<付録> 
 

三峠（みとけ）・京都西山断層帯については、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2005）により、それまで

に行われた調査結果に基づいた長期評価が公表されているが、断層帯の位置・形状などの新たな知見が得られたこ

とから、これらに基づいて改訂を実施し、上林川断層・三峠断層・京都西山断層帯として評価を行った。 

以下に、改訂となった主な項目とその値について、前回の評価と今回の評価の対比表を示す。 

 

上林川断層の評価についての新旧対比表※2 

項 目 
前回の評価 

（平成 17 年２月９日） 

今回の評価 

（令和８年１月１日時点） 

断層帯の位置・

形状 

断層の位置 

北東端 

北緯 35°25′東経 135°30′ 

南西端 

北緯 35°17′東経 135°15′ 

長さ   約 26 km 

一般走向 Ｎ60°Ｅ 

地震発生層の下限 約 15 km 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

◎ 

－ 

断層の位置 

北東端 

北緯 35°24.7′東経 135°29.1′ 

南西端 

北緯 35°18.3′東経 135°16.6′ 

長さ   約 22 km 

一般走向 Ｎ58°Ｅ 

断層面の下端の深さ 14 km 程度 

 

 

○ 

 

◎ 

○ 

◎ 

○ 

断層帯の過去の

活動 

不明 － 活動１（最新活動） 約３万年前以

後 

〇 

断層の将来の活

動 

地震の規模 Ｍ7.2 程度 ○ 地震の規模 Ｍ7.1 程度 △ 

 

三峠断層の評価についての新旧対比表※2 

項 目 
前回の評価 

（平成 17 年２月９日） 

今回の評価 

（令和８年１月１日時点） 

断層帯の位

置・形状 

断層の位置 

東端 

北緯 35°13′東経 135°28′ 

西端 

北緯 35°16′東経 135°11′ 

長さ   約 26 km 

一般走向 Ｎ70°Ｗ 

地震発生層の下限 約 15 km 

 

 

○ 

 

○ 

○ 

◎ 

－ 

断層の位置 

北西端 

北緯 35°16.7′東経 135°11.2′ 

南東端 

北緯 35°12.0′東経 135°28.9′ 

長さ   約 28 km 

一般走向 Ｎ72°Ｗ 

断層面の下端の深さ 14 km 程度 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

◎ 

○ 

１回のずれの

量と平均活動

間隔 

１回のずれの量 ２ｍ程度 

（左横ずれ成分） 

平均活動間隔： 

５千－７千年程度 

△ 

 

 

△ 

１回のずれの量 ３ｍ程度 

（左横ずれ成分） 

平均活動間隔 

７千－９千３百年程度 

△ 

 

 

△ 

将来の活動区

間及び活動時

の地震の規模 

ずれの量 ２ｍ程度 

（左横ずれ成分） 

△ ずれの量 ３ｍ程度 

（左横ずれ成分） 

△ 

今後 30 年以内
の地震発生確
率 

今後 30 年以内 0.4％－0.6％ d 今後 30 年以内 0.3％－0.4％ d 

 

京都西山断層帯の評価についての新旧対比表※2 

項 目 
前回の評価 

（平成 17 年２月９日） 

今回の評価 

（令和８年１月１日時点） 

断層帯を構成

する断層 

北西半部：殿田断層、神吉断層、

越畑断層、亀岡断層 

南東半部：樫原断層、西山断層、

灰方断層、円明寺断層 

 

北西部区間：殿田断層、神吉断層、

越畑断層、水尾（断層）、亀岡断層 

南東部区間：樫原断層、灰方断層、

円明寺断層、老ノ坂（断層） 
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断層帯の位

置・形状 

断層の位置 

北西端 

北緯 35°10′東経 135°22′ 

屈曲点 

北緯 35°02′東経 135°40′ 

南東端 

北緯 34°53′東経 135°39′ 

 

 

 

 

 

長さ      約 42 km 

 

 

一般走向 全体 Ｎ40°Ｗ 

北西半部   Ｎ60°Ｗ 

南東半部   Ｎ－Ｓ 

地震発生層の下限 約 15 km 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

◎ 

◎ 

◎ 

－ 

断層の位置 

（北西部区間） 

北西端 

北緯 35°11.3′東経 135°20.1′ 

南東端 

北緯 34°59.4′東経 135°38.1′ 

（南東部区間） 

北西端 

北緯 35° 1.7′東経 135°40.4′ 

南東端 

北緯 34°54.0′東経 135°41.0′ 

 

長さ      約 45 km 

 北西部区間  約 35 km 

 南東部区間  約 14 km 

一般走向 全体 Ｎ45°Ｗ 

北西部区間  Ｎ51°Ｗ 

南東部区間  Ｎ４°Ｗ 

断層面の下端の深さ 16 km 程度 

 

 

 

△ 

 

◎ 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

△ 

○ 

◎ 

◎ 

◎ 

○ 

平均的なずれ

の速度 

 

約 0.3－1.0ｍ／千年（左横ずれ

成分） 

約 0.1－0.4ｍ／千年（上下成

分） 

 

△ 

 

△ 

（北西部区間） 

約 0.3－1.0ｍ／千年（左横ずれ成

分） 

約 0.1－0.4ｍ／千年（上下成分） 

（南東部区間） 

約 0.3ｍ／千年（上下成分） 

 

△ 

 

△ 

 

△ 

過去の活動時

期 

 

活動２（１つ前の活動時期） 

約８千４百年前以後、約６千３

百年前以前 

活動３ 

約１万３千年前以後、約９千４百

年前以前 

 

 

○ 

 

 

△ 

（北西部区間） 

活動２（１つ前の活動時期） 

約８千５百年前以後、約６千４百年

前以前 

活動３ 

約１万３千年前以後、約９千６百年

前以前 

（南東部区間） 

不明 

 

 

○ 

 

 

△ 

 

 

－ 

１回のずれの

量と平均活動

間隔 

１回のずれの量 

３—４ｍ程度（左横ずれ及び上下

成分） 

 

 

平均活動間隔 

約３千５百－５千６百年 

 

△ 

 

 

 

 

○ 

１回のずれの量 

（北西部区間）４ｍ程度（左横ずれ

成分） 

（南東部区間）１ｍ程度（上下成

分） 

平均活動間隔 

（北西部区間） 

３千６百－５千６百年程度 

（南東部区間） 

４千７百年程度 

 

△ 

 

△ 

 

 

 

○ 

 

△ 

過去の活動区

間 

断層帯全体で１区間 ○ 北西部区間と南東部区間の２区間 △ 

将来の活動区
間及び活動時
の地震の規模 

断層帯全体で１区間 

地震の規模 Ｍ7.5 程度 

ずれの量  ３—４ｍ程度（左横

ずれ及び上下成分） 

○ 

○ 

△ 

北西部区間と南東部区間の２区間 

（北西部区間） 

地震の規模 Ｍ7.4 程度 

ずれの量  ４ｍ程度（左横ずれ成

分） 

（南東部区間） 

地震の規模 Ｍ6.7 程度 

ずれの量  １ｍ程度（上下成分） 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

▲ 

△ 
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（全体） 

地震の規模 Ｍ7.6 程度 

 

△ 

今後 30 年以内
の地震発生確
率 

ほぼ０％－0.8％ b （北西部区間） 

ほぼ０％－0.7％ 

（南東部区間） 

0.6％ 

 

a 

 

d 

対比表に示した（◎、○、△、▲）及び（a、b、c、d）については信頼度を示す。それぞれの詳細については、注

３及び注７を参照のこと。 
※2変更が生じた項目のみ表示。 

 


